
現在施行されている主な法令等
<中国の土壌・地下水基準>

<中国の技術規範>

土壌汚染防治法 地方条例
＜目的＞
「防新増」：新たな汚染の発生を防止する
「明已有」：既存の汚染を明確にする
「治突出」：著しい汚染を修復する
「控長遠」：リスク管理を行う

＜現時点における内容＞
 土壌汚染の予防
開発前の土壌調査の実施（新規工場）、土壌汚染を防止
する具体的な措置、使用化学物質一覧および使用量低減
対策の提出、排出化学物質情報の公表等

 汚染の把握調査（既存工場）

No. 調査対象
具体的な
対象範囲

調査時期

17条
有害物質取扱い業者
有害廃棄物の発生・処理業者
汚染事故等の発生企業等

各地方による
操業中
工場閉鎖時

67条 重点管理企業 各地方による
土地用途変更時
土地使用権譲渡時

＜土壌汚染防治法の特徴＞
 米国と同様、リスク評価に基づいた対策の実施
 国が統括し、省が全責任を負い、市・県が実施。
 各地方独自の条例、ガイドライン、基準、重点管理企業リスト
等に従った調査・対策等が必要となる。

＜北京市＞
 管理弁法で土地用途変更時に土壌調査を義務化
 土壌環境リスク評価スクリーニング値および評価・修
復等の技術ガイドライン等も展開済

＜上海市＞
 複数の管理弁法を展開済、基準は国家基準を使用
 重点管理企業を含め全ての土地用途の変更時における
土壌調査を義務化（中国で最も厳しい条例）

＜深圳市＞
 管理弁法が2018年までに施行、重点管理企業、工業
用地の使用権返却時等の調査を義務化

＜蘇州園区＞
 重点管理企業リストが作成され、既に土壌調査・対策
に関し各企業へ指導および調査が開始

＜地方の土壌汚染防治条例施行状況＞
 施行済：福建省、湖北省、広東省等

S5-7 中国における土壌・地下水汚染に関する
法律の動向（その２）
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<2016年以降に施行された主な法令>

＜全10条＞
第1条：土壌汚染状況の把握
第2条：関連法の制定
第3条：農業用地の管理
第4条：建設用地の管理
第5条：非汚染地の管理
第6条：汚染源の管理
第7条：汚染の修復
第8条：研究の強化等
第9条：政府の役割等
第10条：各機関の役割等

＜国の重点管理企業一覧＞
金属選鉱採掘
金属製錬

石油採掘・加工
化学工業

コークス製造
メッキ工程
製革工程

大規模な食糧（食用油）
製造業が集中する地域

解説および補足

 汚染場地環境調査ガイドライン（2014年)
 環境監測ガイドライン（2014年）
 評価技術ガイドライン（2014年）
 修復ガイドライン（2014年）
 重点管理企業用地における調査ガイドライン（2017年）

 地下水質量基準値（2017年）
 建設用地土壌リスクコントロール値（2018年）
全85項目
住宅用地および工業用地基準
スクリーニング値および管制値

 土壌汚染防治行動計画（土壌十条）（2016年）
中国全土の土壌環境の改善を図るための、
今後の目標および戦略計画

 汚染地塊土壌環境管理弁法（2017年）
重点管理企業等への土壌調査の促進

 土壌汚染防治法（草案）（2017年）
 土壌汚染防治法（2019年1月施行）

＜環境法の動向＞
 土壌汚染防治法は2019年1月1日に施行予定。

＜今後の留意事項＞
 法67条への該当については、既に対象事業者に通知がな
されている行政も多い。生産量等が考慮されて重点管理企
業となるケースも確認されている。

 費用は汚染者負担が原則であるが、汚染者が不明である場
合は現使用者および土地の使用権者に浄化費用を求められ
る可能性もある。

 今後の法施行を見据え、土地の汚染状況を把握しておくこ
とが重要となる。
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